
■論文

１　はじめに
　本稿は，EU の VAT 指令及び英国 VAT 法に
おけるグルーピングルール（VAT grouping rules 
：以下「VAT グループ税制」という）を紹介す
るとともに，我が国の企業グループ間取引におけ
る消費税上の問題について検討するものである。
我が国においては法人税の分野で，企業グループ
間の所得通算を可能とする連結納税制度に加え，
平成22年度税制改正において完全支配関係にある
法人間における一定の資産の譲渡損益が繰延べと
なるグループ法人制度が導入されている。一方，
消費税法では，そのような規定はなく，連結ある

いはグループ法人制度が適用される取引において
も課税取引等を構成し，グループ内取引に消費税
の支払いと控除とが生じることになっている。

２　VATグループ税制1

⑴　VAT指令2

　EU 域内における VAT の現行共通システムであ
る VAT 指令11条は，「加盟国は加盟国内に設立さ
れた，法的に独立しているが財務・経営・組織的
関係によって互いに密接に結びついているグルー
プを単一の納税義務者と見なすことができる」と
規定している。EU で VAT グループ税制が導入さ
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れた理由には，① VAT の簡素化，②グループ内取
引におけるキャッシュ・フロー問題の排除，③回
収不能の前段階税額の除去又は縮小，④租税回避
への対応を挙げることができる。加盟国は，VAT
グループ納税制度の導入を選択でき，27 の加盟国
のうち 17 か国が導入している3。また，同指令９条
１項は課税対象者を「独立事業者」としている。
これら二つの条項は課税対象者から給与所得者が
除外されることに加え，財政等の面で密接に結び
ついている組織を単一の課税対象者として見なす
VAT グループ税制の根拠ともなっている4。
　VAT グループ税制では，グループ内取引が無視
され，納税額も税額控除も発生しない。グループ
外の第三者との取引はグループ全体としての取引
とみなされる。グループ形成は EU 加盟国内に設
立された事業者同士で可能であるが，メンバーが
複数のグループに属することは禁止される。また，
グルーピングの対象は課税事業者に限られず，非
課税事業者も含まれる5。なお，各 EU 加盟国の
VAT グループ納税制度におけるグルーピングは，
株式等の資本のコントロールを基にしているもの
が主であり，支配割合は50％から100％まで様々で
ある6。

⑵　英国のVATグループ税制

　EU 法は，それに基づく各国での立法により実
効性を持つ。以下，VAT グループ税制の概要7に
ついて英国 VAT 法（Value Added Tax Act: 以
下「VATA」という）に基づき説明する。
ア　グループ8

　グループのメンバー間の物又はサービスの引
渡しについては，VAT 課税の対象としない。
グループ内のメンバーにより又はメンバーに対
しなされた物又はサービスの提供は，メンバー
代表により又はメンバー代表に対してなされた
ものとみなす。グループ内のメンバーが納付し
た又は納付すべき税額は，メンバー代表が納付
した又は納付すべき税額とみなす。グループ内
の全メンバーは，メンバー代表が納付すべき税
額について，連帯して責任を負う。なお，VAT
グループ税制は強制ではなく，選択適用である。
　国内に所在する２以上の法人が，次に掲げる
要件のいずれかに該当するときは，グループと
して取り扱われる資格を有するものとする。

・�グループのうちの一法人が，他のすべての法人
を支配していること

・�これらの法人以外の者（法人であるか個人であ
るかを問わない）が，すべての法人を支配して
いること

・�パートナーシップ（以下「組合」という）形態
で事業を含む２人以上の個人が，これらすべて
の法人を支配していること

イ　支配割合
　グルーピングの条件は，グループのすべての
メンバーが，グループの一のメンバー又はグ
ループではない他の一の者によって支配される
ことである。支配とは，議決権の過半数を保有
しているなど会社法の定義9における親会社の
権限をいう。

ウ　売上高
　グループの売上高が年間１千万ポンド超，ま
たは前年度１千万ポンドを超えたか，次年度
１千万ポンドを超えると予想される場合に，グ
ループとして登録することができる10。

エ　組合11

　組合形態で事業を営む者は，組合名で登録す
ることができる。

オ　部門12

　いくつかの部門ごとに事業を営む法人が登録
する場合，当該法人が申請し当局が適格である
と認めるときは，それぞれの部門ごとに登録す
ることができる。

カ　届出
　グループとしての届出は，その資格を有する
２以上の法人が，当局に対し申請をすることで
行う。当局は，税収確保の観点から申請を拒否
する必要がある場合を除き，当該申請を拒否す
ることはできない13。

キ　租税回避
　内国歳入税関庁（以下「HMRC」という）
は，VAT グループの構成を変更する権限を有
している14。この権限は，グループ取引に関す
る VAT 回避スキーム，あるいは過度の前段階
税額控除を得るために，グループ会社をグルー
プ内又はグループ外取引として扱うものを対象
とする。
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３　クロスボーダー取引
　VAT の有る国と無い国とに所在するクロス
ボーダーのグループ間取引においては，納税と控
除の同時発生がないことから，また VAT が有る
国に所在する場合においても税率が異なることが
考えられることから，原則として VAT グループ
税制は適用されない。加えて物に関する限り，本
支店間の取引についても通関に伴う国境税調整が
働くから，第三者間取引と同様に扱われる。
　一方，サービスについては，国境税調整が機能
しないため，物とは別に取扱われる。サービスの
うち無形資産や貨物輸送等は，2006年の VAT 指
令に基づき，輸入側の事業者に申告納税義務を転
換する，リバースチャージによる仕向地課税15が
実施されることとなった。また，EU 加盟国以外
の事業者が国内の消費者に電子的手段によりサー
ビスを提供する（以下「IT サービス」という）
場合，事業者が VAT 登録し，申告納税を行う域
外事業者登録制度16が導入された17。リバース
チャージ分は，当該事業者の仕入税額控除の対象
にもなることから，結局，新たな負担は生じず，
キャッシュ・フローに影響はないことになる。

４　スカンジア判決18

　次に，EU 域外の本社と域内にある固定的施設
（以下「支店」という）との，IT サービス19によ
るサービスの課税取引該当性が問題となった事例
について検討を行う。
　本事例では，サービスのクロスボーダー取引
が，本支店間で行われ，その後グループ内の他の
会社に役務が提供された。その場合の本支店取引
が争点とされた。

⑴　概要

　スカンジア・アメリカ社は米国設立の会社であ
るが，支店がスウェーデンにあり，同国において
VAT の事業者登録を行っており，また VAT グ
ループを構成していた。スウェーデンの課税当局
は，同社がスウェーデンの支店に提供する IT
サービスをリバースチャージの対象となる課税取
引として扱った。同社は，これらは本支店及びグ
ループ内取引であり課税取引ではないとして，そ
の取消を求めた。争点は，国外本社と VAT 登録
を行っている国内支店及びグループ会社との取引

を，課税取引とすることができるか否かである。
　スウェーデンの裁判所は，EU としての判断で
ある先行判決を求め，問題は欧州司法裁判所（以
下，「CJEU」という）に送られた。なお，ス
ウェーデンの VAT グループに関する規定におい
ては，国内の二つ以上の事業者を単一の事業者と
見なすことができる20。この規定は，スウェーデ
ン内の恒久的施設の経営・財務がグループ会社と
互いに密接に結合されている場合，VAT グルー
プに属することができ21，メンバーは課税庁に申
請することでグループを構成することになる。

⑵　CJEUへの質問と判示

ア　質問
（ア）スカンジア・アメリカ社は，スウェーデ
ンにおいて VAT グループ税制の届出があり，
第三国（米国）の本社から EU 加盟国の支店に
IT サービスの提供を行っている。その場合，
当該取引は課税取引を構成するか？

（イ）第三国の本社は，VAT 指令22における域
外国に設立された課税事業者として見ることが
でき，取引相手である国内支店（スカンジア・
スウェーデン）は課税（リバースチャージ）さ
れるか？

イ　判示
　VAT 指令23は，「課税対象者」を「独立して」
経済活動を行っている者と定義する24。スカンジ
ア・スウェーデン社は子会社として独立して運営
されず，その活動から生じるリスクを負担してい
ない。また，子会社として自身の独自資本を持っ
ておらず，その資産は本社に属する。スカンジ
ア・スウェーデンはスカンジア・アメリカ社に依
存しており，それ自体を VAT 指令第９条の意味

本支店取引（ITサービス）→

課税取引，それとも課税対象

外取引？

スウェーデン

米国
スカンジア・

アメリカ本社

スカンジア•

スウェーデン支店

VATグループ
ITサービス

（利幅5％） 

グループ

会社 

事件の概要図
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における課税対象者として位置付けることができ
ない25。以上から，最初の質問に対する答えは，
支店に対する本社からの IT サービスの提供と解
することができ，同一の者の内部取引として課税
の対象とならないと考えられる26。
　しかしながら，本社は域外国に有り，本社から
支店への IT サービスの提供は，域外国に設立さ
れた他の第三者からのグループに対するサービス
提供と同視することができ，その様に見ると国内
での課税取引を構成することになる27。（イ）の質
問への回答は，（ア）に対する回答と併せ考える
と，支店が VAT グループを構成する本件の場合，
VAT 指 令（56・193・196条， 条 文 下 記 及 び 脚
注28）により当該支店は，サービスの購入者とし
て VAT の支払義務を負う（リバースチャージ）
と解される29。
VAT 指令56条（さまざまなサービスの課税地）
１　次のサービスについては，他の加盟国に居
住する最終消費者が受益者である場合を除い
て，受益者が事業を営む場所又は居住地で課税
する。

（a）～（i）無形資産に係る役務のリスト
２～３（略）

VAT 指令196条（拠点を有しない課税事業者に
よるサービス提供についてのリバースチャージ）
課税地となる加盟国内に拠点を有しない課税事
業者が行う56条に定める無形資産に関するサー
ビス，加盟国間貨物輸送等に関するサービス，
動産の評価・仲介サービスの場合，同条で定め
るサービスの受益者となる課税事業者及びそれ
以外のサービスの場合については，課税地とな
る加盟国で登録された受益者が納税義務者にな
る。

⑶　検討

　VAT におけるサービスの消費地課税の考え方
は，基本的な取扱いとしてグループ税制に優先し
て適用されるべきである。また，法人間の取引は
本来，VAT の課税取引となる。法人間取引には，
資本において支配従属の関係ではあるが，法的に
は独立する親子会社間取引も含まれる。一方，本
支店間取引は同一法人の内部取引であり，課税対
象にならない。その場合，海外本社と国内支店と
の取引に課税しないと，国内支店を経由したグ

ループ会社に対する海外からの IT サービスの提
供が，消費地において課税のないまま国内で提供
されることになってしまう。CJEU がスウェーデ
ンの支店は VAT の支払い義務を負うと判示した
背景には，以上のことが考えられる。判示によ
り，支店は経済的にまた法的に非独立の関係であ
るとしても，クロスボーダー取引においては，国
外の本社から IT サービスを提供された国内支店
は，その取引について課税対象とみなされリバー
スチャージでの支払い義務を負うことになる30。
　なお，海外本社と国内支店との取引に課税せ
ず，次段階の取引に課税する場合には，海外本社
が関係する取引と，海外本社が関係しない国内支
店単独の取引との区分が必ずしも明確でないこと
も考えられる。そうしたことから，当該判決の射
程は，国内グループ会社だけでなく，グループ会
社以外との取引に及ぶものと考えられる。

⑷　HMRC文書

　スカンジア判決はスウェーデンにおける事件で
あったが，EU 各国で波紋を呼んでいる。英国で
は，サービス取引について英国 VAT グループに
属する海外本社も英国の制度の対象として，グ
ループ内取引になるとする英国の規則31と合致し
ないことが問題とされている。2015年２月，英国
の HMRC はスカンジア事件の CJEU における判
断が，英国に及ぼす影響についての見解をホーム
ページに公表した32。以下，同文書について記す。
ア　方向性
　判決では海外本社から国内支店に対するITサー
ビスが，課税取引とされた。このことは，EU の
他の VAT 指令33とも相容れない。したがって
HMRC は，英国 VAT グループ税制の法律につい
て，変更が必要とは考えていない。英国で設立さ
れた法人が VAT グループ税制を選択するならば，
海外グループ会社を含む法人全体がその対象者と
なるグループとする現在の制度は維持する。
　しかしながら，判決により英国法人の海外グ
ループ会社は，他の加盟国から VAT の支払いを
求められることが考えられ，英国の VAT グルー
プ税制がその影響を受けることが予測される。
イ　今後生じる変化
　HMRC は，英国法人の海外グループ会社が他
の加盟国の納税義務者になることが予測されるた
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め，判決を受けその対応について一定の考えを示
している34。
　これまで英国においては，グルーピングの対象
として海外本社を含めており，その国内支店との
取引については課税対象取引とはならなかった。
判決は，クロスボーダーでの本支店間の IT サー
ビス取引において，VAT グループが国内に所在
するものについて，その対象としている。これを
受け HMRC は，VAT グループを構成する英国
支店が海外本社からのサービスにリバースチャー
ジを適用する。反対に，VAT グループを構成す
る英国支店が同様に海外本店にサービスを提供す
る場合，税額控除の対象とするとしている35。

５　我が国消費税とグルーピング制度
　我が国の消費税にグルーピング制度がないこと
の基本的な問題は，グループ内取引に消費税の納
税と支払とが発生し，企業組織のグループ化の流
れに対応できないことである。以下，考えられる
具体的な問題について，若干の検討を行うことと
する。

⑴　外国親会社から日本子会社への ITサービス36

　我が国の消費課税においては，独立した事業者
間の取引は，親子会社間などのグループの場合で
あっても課税の対象となる。また，我が国では平
成27年10月から消費税の改正が行われ，クロス
ボーダーの IT サービスが課税の対象とされてい
る37。したがって，以下のようなクロスボーダー
のグループ間取引についても，例外規定は特段設
けられていないため，課税対象取引になる38。
・�グループ内における海外の親会社が，IT サー

ビスを国内の子会社に提供する場合
・�グループ内における統一的なシステム（E メー

ル・イントラネット等）を海外の親会社が一括
調達し，国内の子会社に提供する場合

　海外親会社と国内子会社との間で上記のような
IT サービス契約を締結した場合，国内子会社は，
サービス提供者からその提供を受けたものへの納
税義務を転換するリバースチャージ方式により申
告納税を行うことになる。なお，親子会社間では
なく，EU における事例にあったクロスボーダー
での本支店間の IT サービスの取扱いについては，
明確にされていない。

⑵　企業組織の垂直統合と連結納税制度

　企業が市場を通じ取引するには，①取引先を探
すのにかかる探索費用，②お互いに情報交換して
取引を成立させるための交渉費用，③合意したと
おりに取引が行われたかをチェックする監視費用
などの取引上の付随コストがかかる39。こうしたコ
ストを削減するため企業は，市場を通じての取引
を内部化する組織の垂直統合を行う場合がある。
　近年，我が国では，国際競争力確保の観点から
企業グループ経営の促進・企業組織再編に係る法
制度の整備が行われてきた。法人税においては，
平成11年度の税制改正大綱で，「日本経済を支える
企業の国際競争力を諸外国と同等の条件とし，日
本経済の活性化を促すため」連結納税制度が導入
されることとなった。またはじめにで述べたよう
に，平成22年度から100％完全支配関係にある法人
同士を一体とみて，課税を行うグループ法人制度
が導入された。一方，我が国の消費税においては，
法人税において連結あるいはグループ法人制度が
適用される取引においても課税取引等を構成し，
企業の垂直統合の流れとは一線を画している。

⑶　租税回避防止の視点

　企業グループ間の取引に関する租税回避スキー
ムとしては，我が国の消費税の現行制度である簡
易課税制度，課税売上割合が95％以上であれば全
額仕入税額控除を認める制度（いわゆる95％ルー
ル）などの中小事業者の事務負担への配慮から設
けられている制度を利用するものがある。会計検
査院が，事業者免税点制度が有効かつ公平に機能
しているかに着眼して検査したところ，次の法人
が相当数見受けられた40。

①　�資本金１千万円未満の新設法人において設
立２年以内の事業者免税点制度の適用を受
けている法人の中には，設立当初の第１期
事業年度から相当の売上高を有する法人

②　�１千万円未満の資本金で法人を設立し，第
２期事業年度の開始の日の翌日以降に増資
を行い，資本金を１千万円以上にすること
などにより，第１期及び第２期課税期間に
おいて免税事業者となっている法人

③　�設立２年以内の免税点制度の適用を受けた
後の第３期事業年度以降に解散等している
法人
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　これらは，新設法人の納税義務の判定を基準期
間の課税売上高に代えて資本金により行うことに
より生じる。会社設立時の資本金を１千万円未満
にすると，設立から２期間は免税事業者になるこ
とができる41。消費税を回避する行為として，こ
の制度を利用し，課税事業者である法人が会社分
割により新しく会社を設立，これに事業の全部又
は一部を承継させることが考えられる。これを防
ぐため消費税法では，新設分割の場合の納税義務
の判定は，分割子法人42に該当するということで
あれば親会社の基準期間の課税売上高を用い納税
義務を判定することとしている。これまで述べた
グルーピング制度に直接結び付くものではない
が，このような考え方は複数の事業を一体と見る
グループ全体として消費税上の制度適合性の判断
を行うものといえる。一方，簡易課税制度におい
ては，吸収合併に係る合併法人又は吸収分割に係
る分割承継法人の基準期間における課税売上高が
５千万円を超えるかどうかについては，当該合併
法人又は当該分割承継法人の基準期間における課
税売上高のみによって判定することとされ，親会
社の課税売上高は加算されないままである。
　また，平成26年度から，基準期間に相当する期
間の課税売上高が５億円を超える事業者等が50％
超の出資をして設立した資本金１千万円未満の特
定新規設立法人43については，設立初年度から課
税対象とするよう制度の改正が行われている44。
このように，事業者免税点制度の見直しとして，
一定規模以上の課税売上高を有する事業者が設立
する新設法人について，資本金による判定に代え
て，資本関係により判定する手法が整えられつつ
ある。

おわりに
　物とは異なりサービスに対する消費課税につい
ては，通関による国境税調整としてのボーダーコ
ントロールが効かない。とりわけ，IT サービス
は近年その取引規模が拡大している。一方，我が
国の消費税にグルーピング制度がないことによる
問題としては，企業グループ間取引に消費税の納
税と支払いとが発生することに加え，特定新規設
立法人の納税義務の免除特例の問題，簡易課税制
度などを利用した租税回避の問題等を挙げること
ができる。

　EU 加盟国は，VAT グループ税制の導入を選
択できるが，同制度を導入していない国も存在す
る。同制度においては，グループ内取引が無視さ
れることに加え，財政等の面で密接に結びついて
いる組織を単一の課税対象者とみなすことから，
このような租税回避について一定の効果があると
考えられる。
　そうしたメリットがある反面，同制度にはスカ
ンジア判決に見られるように，グルーピング制度
が VAT 制度の有無や税率が異なる国との間のク
ロスボーダーの本支店取引が関係する取引におい
て，VAT グループ税制を選択しているにもかか
わらず，グループ間取引に課税が生じる新たな問
題が生じている。
　我が国においては，企業の垂直統合への対応を
進めるため，先ずは日本版インボイス制度の導入
に併せ，簡易課税制度において親会社の課税売上
高を加算すること，特定新設法人の納税義務の免
除特例の見直しを行うこと，といった制度の整備
を図ることが求められる。そのうえで，国内取引
を対象とするグルーピング制度の導入を検討する
ことが考えられる。今回の事例とその後の展開か
らは，海外からのサービス取引に関するグルーピ
ング制度は，射程等，今しばらくその推移を見守
ることが必要であろう。
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